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カード・融資事業

決済・保証事業

個品割賦事業

銀行保証事業

お客さま・加盟店さま・
当社との三者間契約に
よる分割払いなどの決済
サービスを提供。業界トッ
プクラスの取扱高を有す
る主力事業です。

家賃決済保証や売掛金決済
保証など、お客さま・加盟店
さまのニーズに即したさまざ
まな決済サービスを提供して
います。

海外事業
オートローン事業などに
おける日本でのトップクラ
スの実績とノウハウを生
かし、現地ニーズに即した
金融サービスの提供を通
じ、アジア諸国の成長に寄
与しています。

お客さまに「安心・便利」を
体感いただけるカード・融資事
業を展開。魅力的なポイントプ
ログラムや多彩な提携カード
など、お客さまの幅広いニーズ
に対応しています。

1983年から金融機関の
個人融資保証業務を開始。
長年培った審査・保証ノウ
ハウは金融機関から高い
評価を得ています。

会社概要（2024年3月31日現在）   

商号 株式会社オリエントコーポレーション（Orient Corporation）   設立 1954年12月27日  資本⾦ 150,075,464,750円   従業員数 4,045名
本店所在地 東京都千代⽥区麹町五丁⽬2番地1    株式市場 東京証券取引所プライム市場（証券コード：8585／呼称オリコ）

2024年4月1日、新しい理念がスタートしました。

新 理 念 策 定 の 背 景

　これまでの理念は1995年4月に制定さ
れ、約30年が経過していました。制定当時と
比べ、現代は技術革新やグローバリゼー
ションなど社会環境の変化および価値観や
ライフスタイルの多様化が想定を超えるス
ピードで進んでいます。当社は、今後も多様
化が加速することを想定し、長期的な目線
でオリコグループの将来を見据えた理念の
再策定が必要と考え、若手社員（20代～30
代）を中心にパーパスとバリューで構成さ
れる、オリコグループ共通の新たな理念を
策定いたしました。

パーパス
理念

バリュー

オリコがめざす
サステナビリティ

パーパス

バリュー

当社の存在意義・使命

大切にする価値観

オリコがめざすサステナビリティ※

理念を踏まえて
社会・ステークホルダーへの
基本的な向き合い方を明確化

10年後のめざす社会/姿
マテリアリティ

中期経営計画

グリーン デジタル オープンイノベーション

成長を牽引 基盤を構成

スローガン

～お客さま起点で価値を創造する新時代の金融サービスグループへ～

※新理念の制定を受け、当該理念と
サステナビリティ経営との整合性
を担保すべく、「サステナビリティ
基本方針」を改正し名称変更

その夢の、一歩先へ
Open the Future with You

パーパス

バリュー

正しさを求める
未来を想う

信頼を育む
挑戦を楽しむ

新理念新たな価値を創造するオリコの事業
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（億円） （億円） （億円）

（億円）

事業収益合計

億円
2,175

決済・保証 10.1%220億円

その他 3.6%78億円

銀行保証 15.4%335億円

個品割賦 31.5%685億円

カード・融資 32.8%713億円

事業収益（連結）

（%：事業別構成比）

海外 6.6%143億円

2024/3

2,290

2024/3

2,129

2024/3

161

2024/3

125

2023/3

2,276

2023/3

2,046

2023/3

230

2023/3

190

2022/3

2,298

2022/3

2,008

2022/3

289

2022/3

194

営業収益（連結） 営業費用（連結） 経常利益（連結） 親会社株主に帰属する
当期純利益（連結） 

（単位：％）

女性管理職比率

課長クラス以上

部室長相当職

2021/3

22.7

2022/3

23.4

2024/3

27.6

6.1
4.4

11.6

2023/3

26.2

6.7
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（2025年3月期の目標値は2023年3月期からの累計活用人数）
社外副業・社内公募などの活用人数

2023/3

2024/3

累計

累計目標
226人

146人

80人

内訳人数
・国内トレーニー：22人 ・社 外 副 業 ：  61人
・海外トレーニー：  4人 ・社内公募等：131人
・レンタル移籍※ ：  8人
※レンタル移籍…6カ月間異業種企業に移籍し、社外知見の習得や社外

ネットワークの構築を通じたキャリアアップを支援する制度

前倒しで
達成

（2023/3～2025/3）

社員一人ひとりの挑戦意欲に応える、 
社内外の就業機会の拡充
　一人ひとりの自律的なキャリア形成支援の拡充として、自ら
の成長に繋がる挑戦をする機会の提供など、さまざまな取組を
推進しています。営業店管理職である支店長・副支店長・課長や、
本社の全部署を対象とした社内公募制度のほか、国内・海外 
トレーニー、デジタル企業やスタートアップ企業などへのレン
タル移籍や副業経験など、社外での就業機会の提供により、挑戦
機会提供の拡大を進めています。2023年3月期から本格的な取
組を開始し、2024年3月期は研修や面談を通じて社員が自身の
キャリアに向き合う機会を提供した結果、自律的なキャリア形
成を実践する社員が徐々に増え始め、また多くの社員が各制度
の応募に手を挙げるなど、挑戦する風土が醸成されつつあります。
2024年3月期末までに累計226人に新たな経験を付与したこと
で、3年間の目標を1年前倒しで達成しました。2025年3月期も
自律的キャリアを合言葉に、この流れを加速させていきます。

女性管理職の登用に向けた取組
　当社の更なる発展のためには、これまで以上に多様な人材の
活躍の領域拡大と、能力を最大限発揮できるようにしていくこ
とが必要と考えています。リーダーに求められるスキル強化を
目的とした女性管理職向けの研修や、管理職の候補者となる人
材基盤の形成を目的とした階層別研修、女性管理職同士が同じ
立場や悩みを共有するネットワークづくり「Orico Women’s 
Network」など、今後活躍する姿を想像しやすくする機会の提供
などにより、2024年3月期の女性管理職比率は課長クラス以上
で27.6％、部室長相当職で11.6％となっています。
　今後、本人のキャリア志向も踏まえたうえで、各部門・グルー
プと人事が協働し女性役員候補や女性部室店長候補となる社員
の育成計画を個別に立てながら取り組むことで、上位職位での
更なる登用と活躍を支援していきます。

重点領域が伸⻑するも、海外事業の貸倒関係費増加や、
市場⾦利上昇の影響等により増収減益
■  不動産売却収⼊の剥落を、重点領域を中⼼とした事業収益の増収で打ち返し、営業収益は前期比0.6％の増収。

■  海外事業における貸倒関係費の増加を主因とした営業費用の増加により、経常利益は同30.1％の減益。

非財務ハイライト財務ハイライト 2024年3月期
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※ SME（Small and Medium Enterprise）とは、「中小企業」という意味の英略語

　一方、中期経営計画で掲げたグリーン・デジタル・オー
プンイノベーションを切り口とした成長戦略として、 
eオリコサービスの刷新とデジタルカードを契機とした
新たな顧客体験の提供など、次の成長ステージに向けて
着実に布石を打っております。
　今後は、リスクリターン、コストリターンに基づく事
業ポートフォリオ運営の更なる高度化を図りつつ、海外
事業の早期立て直しを進めるとともに、金利上昇など環
境が変化するなかでも持続的な成長軌道を確立するため
の強固な収益基盤の構築が重要だと認識しております。 
これらの取組を迅速かつ着実に実践することにより、 
企業価値の更なる向上を実現してまいります。

▶︎事業戦略

　当社は、当社の強みを活かしグリーン・デジタル・オー
プンイノベーションを切り口に新たな商品を開発し、 
社会価値と企業価値向上の両立に向けた取組を着実に 
進めております。
　具体的には、ビジネスカードを利用した事業者間取 
引の請求書カード払いサービス「OBS（Orico Business 
payment for SME※）」において、会計ソフト連携機能も 
搭載するなど、中小企業のキャッシュレス化やDX推進 
支援に取り組んでおります。
　更に、社会課題となりつつある空き家問題の解決に 
向けた取組として、「アキカツローン」を通じて自治体や
地方金融機関のネットワークを活用し、持続可能な地域
づくりの実現をめざしており、この取組は日本経済新聞
社が毎年1回、特に優れた新製品・新サービスを表彰する

「日経ヴェリタス賞」を受賞しました。
　また、2023年9月に株式会社オリコオートリース、 
株式会社オリコビジネスリースを連結子会社化したほ
か、2024年3月にイオンフィナンシャルサービス株式会
社との業務提携の一環として、イオンプロダクトファイナ
ンス株式会社(現、株式会社オリコプロダクトファイナン
ス)を完全子会社化いたしました。いずれも当社の事業基
盤を強化し競争優位性を高めることに繋がるものであり、 
株式会社オリコプロダクトファイナンスについては、 
同社の基盤を活用し現在取組中の個品割賦事業構造改革
を更にスケールアップしていきたいと考えております。
　なお、イオンフィナンシャルサービス株式会社との 
業務提携においては、双方の関係会社を含めた協働を 
通じステークホルダーに新たな価値を提供することを 

▶︎2024年3月期の振り返り

　新型コロナウイルス感染症が5類へ移行し、行動制限の
緩和やインバウンド需要の回復などにより、経済活動や
社会活動の正常化が進みましたが、景気の先行きは、世界
的な物価高や不安定な国際情勢、実質賃金の低迷により
個人消費が下振れるリスクなど、依然として不透明な状
況が続いております。
　こうしたなか、中期経営計画2年目である2024年3月
期の当社業績は大変厳しいものとなり、海外事業におけ
る貸倒関係費の増加などから、業績の下方修正を余儀な
くされる結果となりました。

トップメッセージ

強固な収益基盤の構築に向けた取組を
迅速かつ着実に実践することにより、
企業価値の更なる向上を実現してまいります。

代表取締役社⻑

目的に、幅広い事業領域に関して業務提携の検討を進め、
他事業とのシナジー追求等を通じ当社グループ全体の 
収益基盤の更なる強化を図ってまいります。

▶︎経営基盤

　当社は、サステナビリティを経営の上位概念に位置づ
け取組を強化しており、その一環として、TCFD（気候関
連財務情報開示タスクフォース）の提言に基づき気候変
動に関するリスク・機会を把握するとともに、GHGプロ
トコルに則ったScope1/2/3の排出量を把握し2030年
削減目標を掲げました。この脱炭素に向けた取組とその
開示が評価され、企業の環境や気候変動対策への取組を
評価する国際的な非政府組織であるCDPから、業界でも
トップクラスとなる「B」スコアを獲得しました。
　また、マテリアリティの一つに「持続可能な地域づくり
への貢献」を掲げ、2024年3月に船橋市と包括連携協定
を締結いたしました。今後も地方自治体との連携を通じ
てさまざまな社会課題に対して適切なソリューションを 
提供してまいります。

▶︎人財戦略

　当社は、2023年3月期から開始したイノベーション企
業やスタートアップ企業等への社外トレーニーや社外
副業、社内公募制度などの施策を更に拡充させるととも
に、研修や面談などを通じて社員が自身のキャリアに向
き合う機会を提供し始めました。その結果、社員が自律的
なキャリア形成を実践し、そのために挑戦する風土が醸
成されつつあり、2024年3月期末までに226名が挑戦す
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グリーン デジタル オープン
イノベーション

：25/3期に向けた方向性イメージ　
：22/3期から24/3期への動き

リスクリターン 高いほどリスクに対するリターン効率が良い
　　　　　　  （≒ローリスクハイリターン）
コストリターン 低いほどコスト効率が良い（≒ローコストハイリターン）

タイ
与信・回収の強化

24/3月期 取扱高 444億円 
前期比 △26%

インドネシア

中古車ローンの営業強化
24/3月期 取扱高 314億円  

%前期比 +27

フィリピン
営業基盤の拡充

24/3月期 取扱高 50億円  
前期比 △2%

 決済・保証 リスクリターン・コストリターン分析
家賃決済保証は、大手先のシェアアップに加え、事業性ニーズへ
の対応等、事業領域拡大に取組
売掛金決済保証は、各種決済関連サービスによりＳＭＥ（中小
企業）の生産性向上・DX化推進を支援

•

•

 海   外
与信厳格化や営業戦略の見直し等による体制強化を継続•

家賃決済保証  取扱高推移（億円） 売掛金決済保証   取扱高推移（億円）

23/3期 24/3期 25/3期
計画

11,530 12,444 12,941

23/3期 24/3期 25/3期
計画

2,088
2,394

2,952

ショッピング
自動車

高
い

リ
ス
ク
リ
タ
ー
ン

低
い

高い コストリターン（経費率） 低い

カード

融資
決済・保証

銀行保証

全社平均

全社平均

海外

※24/3月期 着地見込ベース
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めざす社会
めざす姿 スローガン

“お客さま起点で価値を創造する   
  新時代の⾦融サービスグループへ”

・ さまざまな社会課題解決に貢献し続ける、イノ
ベーティブな先進テック企業

・ ステークホルダーからこれまで以上に存在意
義を認められる企業

2030年

誰もが豊かな人生を
実現できる持続可能な社会

めざす姿

めざす社会

重点戦略 1 事業ポートフォリオ運営

る機会を活用し、3年間で累計200名に新たな経験を付与
するという目標を1年前倒しで達成しております。また、
一人ひとりの価値観やライフステージに合わせた働き方
を尊重するために、2024年4月より社員が望まない転居
を伴う転勤を廃止いたしました。そして、社員の自律的な
キャリア形成支援を目的として、2025年4月より社員が
希望するポストや職種を選択するジョブポスティングを
導入する予定です。

▶︎資本政策

　当社は、資本政策の基本方針として、財務健全性・株主
還元・資本効率の3つの最適なバランスの実現をめざして
おります。株主還元については、引き続き安定的かつ継続
的な株主還元を基本とし、連結配当性向30%を目処に配
当を継続してまいります。

　普通株式配当につきましては、期初配当予想のとおり
40円とし、2025年3月期も40円を予定しております。

　当社は、今後も真に社会から存在意義を認められ、常に
お客さまに寄り添い、向き合い、ニーズに即した金融サー
ビスを通じて、さまざまな社会課題解決に貢献し続ける 
イノベーティブな先進企業をめざし、更にお客さまの豊か
な生活と夢の実現に貢献していくことを通じて、社会価値
と企業価値の向上に向け、全社一丸となって取り組んで 
まいります。
　株主の皆さまにおかれましては、引き続き当社グルー
プへのご理解と一層のご支援を賜りますようお願い申し
あげます。

普通株式配当
（単位：円）

23/3期
実績

24/3期
実績

25/3期
予想

40円40円 40円

0

10

20

30

40

資本政策の基本方針

財務健全性

3つの最適な
バランスを実現

資本効率 株主還元

• 安定的かつ効率的な 
資金調達体制を構築

• リスクリターン・コストリターンに
基づく事業ポートフォリオ運営

• 安定的かつ継続的な株主還
元を基本とし、連結配当性向
30%を目処に配当を実施

重点戦略 2 重点市場の深耕

中期経営計画の進捗状況
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事業戦略

ガバナンス
の強化

新たな
人財戦略

経営基盤 財務規律・資本政策

to B領域の支援

「eオリコ*」の全面リニューアル
* 会員専用のWebサービス

カード不正利用対策の徹底

with B to C

with みずほ

to C

to B

New
ビジネス

脱炭素循環型社会

Orico
Sustainability Fund

新たな顧客体験
価値の創造

Orico
Digital Fund

新たな収益の柱の確立

新人事制度の導入 中核管理職ミッション
開発プログラムの実施

重点実施事項 ① 新時代のための人事基盤づくり

重点実施事項 ②多様性に富んだ人材集団づくり

デジタル技術を活用した新たなビジネスモデル創出への挑戦真に顧客ニーズを起点とした営業スタイルへ

社 員
自身の個性を活かして

自律的に学び挑戦し成長

会 社
社員の成長・活躍を通じて、

「めざす社会」・「めざす姿」を実現

社員一人ひとりの挑戦意欲に応える、
キャリア形成支援の拡充

社内外での新たな経験付与プログラム
226人活用（累計目標200人）
・

ジョブプロモーションを展開し、正社員
約3,000人を対象にキャリア面談を実施
・

 

 

専門人材の
確保・育成・活躍
DX人材育成プログラム
初級：約3,200人修了
中級：約1,300人修了
上級：約70人修了

2023年4月に管理
職層、2024年4月
に組合員層へ仕事・
ミッションを軸とし
た新たな人事制度
を段階的に導入

健康経営の推進

産業医・健康保険組合と連
携体制を構築、意欲的に学
び成長する社員を増やし、
高い価値を生み出す組織
づくりと生産性の向上に
繋がる健康施策を展開

先進テック企業の核とな
る次世代リーダー創出
に向けて、部室店長197
人が意識改革・行動変革
を習得するための実践
プログラムを実施

AIを駆使した独自の審査モデルを活用し、デジタルカードの取
扱いを開始
会員向けWebサービス「eオリコ」をリニューアルし、UI/UXを
大幅に改善。これにより、プラスチックカードを発行しないデジ
タルカードの取扱いを開始する等、新たな顧客体験価値を創造

•

•

to C領域では、デジタル技術を活用した新しい顧客体験価値提供を実現
to B領域では、非資金ビジネスを中心に、DX推進など中小企業の経営
支援に資する多面的なサービスを開発
みずほと協働したマーケット開拓により、決済を起点とした新たなビジ
ネス領域の発掘に挑戦 

•
•

•

 人財戦略を通じてめざす姿

会社と社員が互いに成長できるWin-Winな関係構築を通じた
社員エンゲージメントの最大化

持続可能な社会の実現に向け、資本業務提携等を通じたパート
ナーシップを強化
地域活性化および地方創生に資する取組により、持続可能な地
域づくりへ貢献

•

•

2023 2024 2025

7月
AI与信の導入

（性能規定与信）

9月
デジタルカード
取扱い開始

2024年3月
・ 「eオリコ」リニューアル
・ デジタルカード（カードレス）
  取扱い開始

新たな顧客体験価値の創造

高付加価値
商品の提供

Dx

Cx

UI/UX向上

事業者間カード決済サービス（OBS）
マーケティングDX
資金調達・キャッシュフローの改善
データビジネスの取組

資金繰支援

DX支援

資金繰支援

データ分析支援

DX支援
業務効率化支援

デジタルコード決済の提供

デジタルカード（カードレス）の提供

QR決済

1 重点市場の深耕と新規事業の探索 2 顧客ニーズを起点とした 
マーケットイン型営業の確立

3 異業種・先端企業との協働による 
新商品・サービス創出 4 プロセスイノベーションの深掘

健全性と収益性の両立

重点戦略

重点戦略 6 人財戦略重点戦略 5 デジタル活用重点戦略 4 マーケットイン型営業重点戦略 3 新規事業の探索

リスクリターン、コストリターンをベースとした 
事業ポートフォリオ運営のもと、以下の戦略を遂行

中期経営計画の進捗状況
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2023 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 2024 1 月 2 月 3 月

望まない転居転勤を廃⽌し、
ジョブポスティングを導⼊予定
当社は、社員の価値観やライフステージに合わせた働き⽅を尊重
し、社員が望まない転居を伴う転勤を2024年4⽉より廃⽌しま 
した。また、社員の⾃律的キャリア形成を通じて健全な競争原理
のもとであらゆる職務に挑戦し、⾃分らしく活躍できるための仕
組みとして、社員⾃らが希望するポストや職種を選択し、挑戦で
きる「ジョブポスティング」を2025年4⽉より導⼊する予定です。
全ての社員を持続的成⻑における重要な「財産」として捉え、更な
る人的資本投資により経営基盤の強化を図ってまいります。

生成AI「Azure Open AI Service」
の活用開始
デジタル技術を活用したお客さまサービスの向上
や社内業務の効率化によるDX戦略の推進に向けた 
取組として、情報セキュリティ面を強化した生成AI

「Azure Open AI Service」を導⼊し、全社員を対象 
に活用を開始しました。AIの効果的な活用を通じ、 
生産性やサービス品質の向上に加え、お客さまへの
新たな価値を創出する企業をめざしてまいります。

OBSに｢カード払いリクエスト｣機能を追加し、
｢OBSプラス｣の取扱いを開始
当社は、株式会社デジタルガレージと提携し、ビジネスカードを利用した事業間取引の請
求書カード払いサービス「OBS（Orico Business payment for SME※）」に、売掛⾦の早期
回収スキーム「カード払いリクエスト」機能を追加するとともに、株式会社スマイルワー
クスと提携し、中小規模事業者のインボイス制度を支援する請求書代行サービス「Orico 
Business payment for SME※ PLUS」（以下、OBSプラス）の取扱いを開始しました。
OBSプラスは、経済産業省の｢IT導⼊補助⾦2024｣において対象ツールと
して採択され、当社も本事業に参画しております。今後も安心・安全で利
便性の高い決済サービスの普及を推し進めるとともに、中小企業の経営
課題の解決を促進することで、地域社会の活性化に貢献してまいります。
※ SME（Small and Medium Enterprise）とは、「中小企業」という意味の英略語

千葉県船橋市と包括連携協定を締結
～当社初の⾃治体との包括連携協定締結～
当社と千葉県船橋市は、持続可能な地域づくりに向けた包括 
連携協定を締結しました。当社の持つ⾦融ノウハウやネット
ワークを活用することで、マテリアリティの一つに掲げている

「持続可能な地域づくりへの貢献」に取り組み、課題解決を支援
してまいります。

信用格付がＡ＋に 
格上げ
当社が株式会社格付投資情報 
センター（R＆I）より取得しており
ます信用格付について、下記の
とおり変更がありました。

格付の内容 
変更前 変更後

発行体格付 Ａ Ａ＋
格付の⽅向性 安定的 安定的
コマーシャル 
ペーパー a–1 a–1

2023.5.10 2023.9.25

2023.11.30

2024.3.12

2023.12.18

詳細はP13へ

2023年 2024年トピックスの詳細は Webサイトのニュースリリースをご覧ください。

株式会社コスモネットと提携デジタルカード
「C smart Card」の発行開始
株式会社コスモネットと提携し、デジタルカード「C smart 
Card」の申込み受付を開始しました。このカードは当社が 
提供する「Orico Code決済」を活用することで、提携デジタ
ルカードの受付から最短5分でデジタルカードが発行され、 
決済アプリでQRコードを読み取り即座にお買い物が可能 
です。世界で絶大な人気を誇るApple
製品の正規販売店「C smart」との提携
により、お客さまに新たな体験価値を
提供してまいります。

2023.9.11

オリコオートリース、オリコビジネス
リースの連結子会社化
モノの所有から利用の潮流が高まるなか、リース事業の
強化を図るため、株式会社オリコオートリースおよび 
株式会社オリコビジネスリースを連結子会社化いたし 
ました。脱炭素の観点から、EV（電気⾃動車）や充電設備
等の市場拡大に伴うリース需要の拡大が想定され、今後
も顧客ニーズに対応
した付加価値の高い
商品やサービスを提
供してまいります。

2023.9.29 空き家流通を促進する「アキカツローン」が「2023年
日経優秀製品・サービス賞 日経ヴェリタス賞」を受賞

2024.1.5

「CDP 2023 気候変動質問書」において初回答で
「Ｂ」スコアを獲得

2024.2.26

イオンフィナンシャルサービス株式会社との業務提
携およびイオンプロダクトファイナンス株式会社の
完全子会社化

2024.3.25

年間トピックス
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証券会社 1.3％ 

その他の国内法人 
20.8％

個人  12.5％ 

株式の所有者別
株式分布状況

外国法人等 5.3％
金融機関
60.1％

当社では、株主の皆さまの声をお聞かせいただくため、アンケート
を実施いたします。お手数ではございますが、アンケートへのご協
力をお願いいたします。（所要時間は5分程度です）

株主さま向け　アンケート

●アンケート実施期間は、本書がお手元に到着してから約2ヵ月間です

・・・・・・・・・・・・以下の方法でもアンケートにアクセスできます・・・・・・・・・・・・

https://www.e-kabunushi.com
アクセスコード

①下記ＵＲＬにアクセス　②アクセスコード入力後にアンケートサイトが表示

スマートフォンから
カメラ機能でQRコード読み取り→
QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

kabu@wjm.jp ←こちらへ空メールを送信
「件名」「本文」は無記入。アンケートのURLが直ちに自動返信されます。

いいかぶ 検索検索検索窓から

株主の皆さまの声を
お聞かせください

8585

アンケートのお問い合わせ
「e-株主リサーチ事務局」
MAIL：info@e-kabunushi.com

本アンケートは、株式会社リンクコーポレイトコミュニケーションズの提供する
「e-株主リサーチ」サービスにより実施いたします。  https://www.link-cc.co.jp

ご回答いただいた方の中から抽選で薄謝（QUOカードPay500円）を進呈させていただきます

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 6月中
配当⾦受領株主 
確定日

3月31日および中間配当の支払いを行うときは
9月30日

単元株式数 100株

公告⽅法

電子公告
 https://www.orico.co.jp/company/index.
html
ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合
は、日本経済新聞に掲載して行います。

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目3番3号
みずほ信託銀行株式会社

お取扱窓口 お取引の証券会社等。特別口座管理の場合は、 
特別口座管理機関のお取扱店。

特別口座管理機関 
お取扱店

みずほ信託銀行 証券代行部
ホームページ
https://www.mizuho-tb.co.jp/
daikou/index.html
フリーダイヤル
 0120-288-324

（土・日・祝日を除く 9:00～17:00）

未払配当⾦のお支払 みずほ信託銀行

株式の状況 （2024年3月31日現在）

　発行可能株式総数 182,500,000株

　発行済株式総数 171,882,370株

　株主総数 28,740名

　大株主
株主名 持株数（千株）  持株比率（%）

株式会社みずほ銀行 83,640 48.66
伊藤忠商事株式会社 28,404 16.52
株式会社日本カストディ銀行(信託口) 8,816 5.12
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 7,972 4.63
中央日本土地建物株式会社 1,917 1.11
東京センチュリー株式会社 1,536 0.89
STATE STREET BANK WEST 
CLIENT-TREATY 505234 904 0.52

MSIP CLIENT SECURITIES 808 0.47
森本　博義 737 0.42
STATE STREET BANK AND TRUST 
COMPANY 505223  587 0.34

株式情報 株主メモ

空き家流通を促進する「アキカツローン」が
「2023年日経優秀製品・サービス賞 日経ヴェリタス賞」を受賞

空き家活用株式会社や地域金融機関と協働する「アキカツローン」が、「2023年日経優秀製品・サービス賞 日経ヴェリタス
賞」を受賞しました。
「アキカツローン」は、空き家購⼊希望者が増える一方で、担保価値が低い空き家に住宅ローンが適用されにくい問題を 

解決するために商品化され、空き家活用株式会社が提供する「アキカツナビ」を通じて、無担保ローンとして全国の金融機関
を通じて提供されています。2023年6月から取扱いを開始した本ローンは、6カ月間で約400件の申し込み実績があり、利用
者の増加に伴い、取扱う地域金融機関も増加しています。

今後も当社は、日本全国の空き家問題の解決や持続可能な地域づくり
への貢献に向け、地域活性化および地方創生の取組を進めてまいります。

詳細は
こちら

「CDP 2023 気候変動質問書」において初回答で「B」スコアを獲得
当社は、国際的な非政府組織CDPの「CDP 2023 気候変動質問書」に初めて回答し、「B」スコアを 

獲得しました。
CDPは企業の温室効果ガス排出削減活動や気候変動戦略を評価する世界有数のESG評価機関で、当社は環境

リスクや影響の把握と対策が評価され、8段階評価のうち上位から3番目の「B」スコアとなりました。世界各国
で環境問題が深刻化し、企業の社会的責任が増大するなか、環境関連の取組を強化することで持続可能な社会
の創出に貢献するとともに、脱炭素・循環型社会の実現に寄与してまいります。

詳細は
こちら

イオンフィナンシャルサービス株式会社との業務提携および
イオンプロダクトファイナンス株式会社の完全子会社化

当社は、イオンフィナンシャルサービス株式会社との間で、両社のお客さまをはじめとしたステークホルダーに新たな価値
を提供することを目的に、会員向け・カード事業、企業間決済保証事業、ローン・ファイナンス事業等幅広い事業領域での業務 
提携に係る基本合意書を締結いたしました。

その第一弾として、イオンプロダクトファイナンス株式会社（現、株式会社オリコプロダクトファイナンス）を完全子会社化
いたしました。個品割賦事業基盤を一段と強化し競争優位性を高めるとともに、他事業とのシナジー追求等を通じ当社グルー
プ全体の収益基盤の更なる強化を図ってまいります。

今後の業務提携に係る具体的な取組は、決定次第順次発表していく
予定です。

詳細は
こちら

ピックアップ トピックス
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第64期   2023年4月1日▶ 2024年3月31日

Webサイトのご案内

https://www.orico.co.jp/company/

申込み 確認 完了

安心してご利用いただけるように「カード利用通知」や「カード 
利用一時停止」を新機能として追加しました。

更に「カード情報表示」の機能により、カードレスでも利用できる
ように対応しました。また、スマートフォン向けのアプリも同時に 
リニューアルし、視認性や操作性を考慮して、各種ページへのアク 
セスが容易になるように改善いたしました。

スマートフォンでも利用しやすいよう、画面サイズに合わせたデザインを 
用意しました。

eオリコからのお申込みは3ステップで完結。（申込み→確認→完了）までカン 
タンにお手続きいただけます。

■  スマートフォンでも見やすいデザイン

■  各種手続きを簡素化

アプリも今まで以上にシンプルに分かりやすく改善しています。
「ｅオリコアプリ」の自動ログイン機能でいつでもスムーズにご確
認いただけます。

クレジットカードのご利用可能額のグラフ表示や本人認証サービス（3Dセ
キュア）などの各種サービスの登録状況をアイコンにすることで分かりやす
くいたしました。

■  直感的に分かりやすい視認性

ココでもオリコ
オリコ会員向け専用Webサービス
「eオリコ」を全面リニューアル


